
国立大学法人兵庫教育大学の役職員の報酬・給与等について

②　役員報酬基準の改定内容

理事

平成１８年度年間報酬等の総額
報酬（給与） 賞与 就任 退任

千円 千円 千円 千円

17,954 12,780 5,174 0 (　　　　)

千円 千円 千円 千円

849 (地域手当)

664 (通勤手当)

492 (単身赴任手当)

千円 千円 千円 千円

4,650 4,650 0 0 (　　　　)

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0 (　　　　)

千円 千円 千円 千円

920 920 0 0 (　　　　)

支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率
千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

注：「地域手当」とは，民間における賃金，物価及び生計費が高い地域に在勤していた役員に本学就任
　後２年間に限り支給されているものである。

監事
（０人）

Ⅰ 役員報酬等について
1　役員報酬についての基本方針に関する事項

①　平成１８年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

理事(非常勤)

法人の長

監事

監事(非常勤)

２月１日
付け１名

就任・退任の状況
その他（内容）

１月31日
付け１名

２　役員の報酬等の支給状況

役名

法人の長

摘　　要
３　役員の退職手当の支給状況（平成１８年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分

監事
（非常勤）

（２人）

該当者なし

該当者なし

該当者なし

監事

19,154

法人での在職期間

理事

法人の長

29,254

理事
（非常勤）

（１人）

8,095
理事

（２人）

　人事院勧告に準拠し，４月１日から俸給月額を6.7％の減額を行い，12月期の
期末特別手当（ボーナス）の支給割合を100分の2.5引き上げた。
　なお，俸給月額の減額を行うに際し，減額した額を差額として支給し，現給
を保障している。

　人事院勧告に準拠し，４月１日から俸給月額を6.7％の減額を行い，12月期の
期末特別手当（ボーナス）の支給割合を100分の2.5引き上げた。
　なお，俸給月額の減額を行うに際し，３月３１日から引き続き在職する理事に
ついては，減額した額を差額として支給し，現給を保障している。

　本学が定める役員に支給する期末特別手当（ボーナス）において，役員の俸給等に，その
者の職務実績に応じ，経営協議会が定める割合を乗じた額としている。

　常勤理事に準じて，４月１日から非常勤役員手当を50,000円から46,000円に引
き下げた。
　なお，俸給月額の減額を行うに際し，３月３１日から引き続き在職する理事に
ついては，減額した額を差額として支給し，現給を保障している。

　特になし

　常勤理事に準じて，４月１日から非常勤役員手当を50,000円から46,000円に引
き下げた。
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イ　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

ア　給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

① 人件費管理の基本方針

賞与：勤勉手当
（査定分）

昇　給

昇格・降格

６月１日及び12月１日（以下「基準日という。）にそれぞれ在職する
職員に対し，基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績
に応じて，それぞれ支給割合を決定する。（給与法に準拠）

原則，１年間良好な成績で勤務した者には，４号俸上位の号俸に昇給
させることが出来る。（給与法に準拠）

昇格：特に勤務成績が優秀で，かつ本学が定める必要経験年数を有し
ている者は上位の職務の級に決定することが出来る。
（給与法に準拠）
降格：勤務成績が不良な場合は，下位の級に決定することが出来る。
（給与法に準拠）

ウ　平成１８年度における給与制度の主な改正点

給与種目 制度の内容

② 職員給与決定の基本方針

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　予算全体に占める割合を前年度以下に抑えることとし，可能な限り抑制するよう努め，現
員見込数に基づく所要額により運用。

　給与法上に定める職種に応じた俸給表を参考とし，毎年の人事院勧告に準拠して給与水準
を決定した。

　職員の勤務成績等に応じて，現に受けている俸給の昇給・昇格・降格及び賞与時期
（６月・12月）における支給割合の増減を行っている。

　人事院勧告に準拠し，４月１日から俸給月額を平均４．８％の減額を行い，扶養手当の配
偶者以外の３人目以降に係る者の手当額を5,000円から6,000円に増額を行った。
　また，指定職員に係る１２月期の期末特別手当（ボーナス）の支給割合を100分の２．５
引き上げた。
　なお，俸給月額の減額を行うに際し，３月３１日から引き続き在職する者については，減
額した額を差額として支給し，現給を保障している。
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①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

268  46.7 7,800 5,619 140  2,181
人 歳 千円 千円 千円 千円

85  43.1 5,841 4,269 123  1,572
人 歳 千円 千円 千円 千円

149  50.0 9,158 6,546 165  2,612
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

29  39.8 6,573 4,815 72  1,758
人 歳 千円 千円 千円 千円

1  
人 歳 千円 千円 千円 千円

1  
人 歳 千円 千円 千円 千円

1  
人 歳 千円 千円 千円 千円

2  

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

1  
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

1  

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

注３：「常勤職員（指定職種）」とは，副学長である。

　　及び再任用職員の「特任教員」については，該当者が２人以下のため，当該個人に関する情報が特定されるおそ

再任用職員

 医療職種（病院看護師）

非常勤職員

注６：常勤職員の「その他医療職種（医療技術職員）」「その他医療技術職員（看護師）」「指定職種」「その他」

注２：「教育職種（附属義務教育学校教員）」には，附属幼稚園教員を含む。

注４：「常勤職員（その他）」とは，自動車運転手，調理師である。

医療職種
（病院医師）

常勤職員

人員

その他

その他医療職種
（医療技術職員）

指定職種

教育職種
（大学教員）

平成１８年度の年間給与額（平均）

総額 うち賞与

その他医療職種
（看護師）

区分

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

事務・技術

うち所定内
平均年齢

２　職員給与の支給状況

事務・技術

 教育職種（大学教員）

医療職種
（病院医師）

 医療職種（病院医師）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

特任教員

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

在外職員

任期付職員

事務・技術

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

注５：再任用職員の「特任教員」とは，常勤職員の「教育職種（大学教員）」に科せられた職務のうち，教育研究の
　　みを担当する職員である。

　　れのあることから，「平均年齢」以下の事項については記載していない。
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②

千円 　　　　人

（事務・技術職員）
四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

1 － －
5 54.1 8,303 8,415 8,650
8 53.4 6,956 7,043 7,154

31 46.7 5,804 6,195 6,433
24 40.8 4,746 5,292 5,520
16 30.4 3,164 3,601 3,819

千円 　　　　人

（教育職員（大学教員））
四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

78 56.2 9,761 10,245 10,794
56 44.3 7,625 7,934 8,269
10 40.7 6,583 6,922 7,350
5 36.5 5,102 5,478 5,971

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下，⑤まで同じ。

平均分布状況を示すグループ 平均年齢

　 ・部長
　 ・課長

人員

　 ・主任

平均

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

年間給与の分布状況（教育職員（大学教員））

分布状況を示すグループ 人員

代表的職位

 　・課長補佐
　 ・係長

　 ・係員

　・助教

注：本学では係員は課員，係長は主査の職名を用いている。

代表的職位
　・教授
　・准教授
　・講師

注２：該当者が４人以下の事務・技術職員の２４歳～２７歳の年齢階層，教育職員（大学教員）の
　　　２８歳～３１歳及び３２歳～３５歳の年齢階層については，第１・第３分位折れ線を表示し
　　　ていない。

平均年齢

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）〔在外職員、任期付職
員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０－２３
歳

２４－２７
歳

２８－３１
歳

３２－３５
歳

３６－３９
歳

４０－４３
歳

４４－４７
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４８－５１
歳

５２－５５
歳

５６－５９
歳

0

5
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30人数

平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位
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４０－４３
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４４－４７
歳
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５２－５５
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歳
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平均給与額

第３四分位

(参考)平成15年度の国の教
育職(一)の平均給与額

第１四分位
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③

（事務・技術職員）
計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

課員
課員
主任

主任
主査

主　　査
主　　幹
課長補佐
室　　長

主　　幹
課長補佐
室　　長
課　　長

人 人 人 人 人 人

85 7 10 48 13 2
(8.2％) （11.8%） （56.5％） （15.3%） （2.4%）

歳 歳 歳 歳 歳

29～27 41～29 50～34 56～47
千円 千円 千円 千円 千円

2,751～
2,267

3,432～
2,471

5,222～
3,130

5,247～
4,472

千円 千円 千円 千円 千円

3,600～
3,100

4,670～
3,393

7,085～
4,299

7,273～
6,202

６級 ７級 ８級

課長 部長 部長
人 人 人

4 1 該当者なし
(4.7％) （1.2%）

歳 歳 歳

59～46
千円 千円 千円

6,424～
5,877

千円 千円 千円

8,671～
8,080

（教育職員（大学教員））

計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

人 人 人 人 人 人

149 該当者なし 5 10 56 78
（3.4%） （6.7%） （37.6％） （52.3%）

歳 歳 歳 歳 歳

48～30 46～32 59～34 64～43
千円 千円 千円 千円 千円

4,411～
3,632

5,726～
3,984

6,506～
4,039

8,730～
5,756

千円 千円 千円 千円 千円

6,117～
5,032

7,846～
5,594

9,087～
5,628

12,171～
7,886

年齢（最高～最低）

所定内給与年額
（最高～最低）

年間給与額
（最高～最低）

区分

人員（割合）

年齢（最高～最低）

区分

 標準的な職位

年間給与額
（最高～最低）

　事項については，記載していない。

注：当法人における事務・技術職員のうち，５級及び７級における該当者が２人以下のため，
　当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，「年齢（最高～最低）」以下の

助教
助手

標準的

所定内給与年額
（最高～最低）

講師 准教授 教授
な職位

助教
助手

 職級別在職状況等（平成１９年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教
員））

区分

年齢（最高～最低）

所定内給与年額
（最高～最低）

人員（割合）

標準的な職位

年間給与額
（最高～最低）

人員（割合）
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④

（事務・技術職員）

夏季(６月) 冬季(12月) 計
％ ％ ％

65.2 67.2 66.2
％ ％ ％

34.8 32.8 33.8
％ ％ ％

42.1～32.0 43.2～29.2 42.7～31.5
％ ％ ％

66.1 68.9 67.6
％ ％ ％

33.9 31.1 32.4
％ ％ ％

38.1～31.6 35.0～28.8 34.4～30.1

（教育職員（大学教員））

夏季(６月) 冬季(12月) 計
％ ％ ％

65.6 68.9 67.3
％ ％ ％

34.4 31.1 32.7
％ ％ ％

37.2～32.8 34.2～29.5 35.6～31.4
％ ％ ％

66.1 69.0 67.6
％ ％ ％

33.9 31.0 32.4
％ ％ ％

38.1～31.8 35.0～29.0 36.4～30.3

⑤

85.0

98.0

95.2

　　対他の国立大学法人等

　　対他の国立大学法人等

注：当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い，当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大
　　学法人等」においては，すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に
　　置き換えた場合の給与水準を100として，法人が現に支給している給与費から算出される指数
　　をいい，人事院において算出

    教育職員（大学教員）の対国家公務員の指数は，比較対象の国家公務員が少数のため、国立大学
    法人等の法人化直前（平成15年度）の教育職俸給表（一）適用職員の給与水準を国の給与水準と
    して算出

（平均）
最高～最低

一般職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分（勤勉相当）

（平均）
最高～最低

管理職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分（勤勉相当）

（平均）
最高～最低

区分

賞与（平成１８年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教
員））

最高～最低

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・
技術職員／教育職員（大学教員））

一律支給分（期末相当）

査定支給分（勤勉相当）

　給与水準の比較指標について参考となる事項

区分

管理職員

　 教育職員（大学教員）の平成15年度の国の教育職（一）との比較指標　９５．８

（事務・技術職員）
　　対国家公務員（行政職（一））

（教育職員（大学教員））

査定支給分（勤勉相当）

（平均）

一般職員

一律支給分（期末相当）
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Ⅲ　総人件費について

当年度
(平成18年度)

前年度
(平成17年度)

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ) 2,612,687 2,625,336 △12,649 (△ 0.5) △7,334 (△ 0.3)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ) 229,772 288,494 △58,722 (△20.4) △23,070 (△ 9.1)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ) 134,588 129,666 4,922 (   3.8) 28,215 (  26.5)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｄ) 337,490 335,617 1,873 (   0.6) 9,365 (   2.9)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

3,314,537 3,379,113 △64,576 (△ 1.9) 7,176 (   0.2)

　 総人件費について参考となる事項

Ⅳ　法人が必要と認める事項
特になし

非常勤役職員等給与

福利厚生費

最広義人件費

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

退職手当支給額

比較増△減
中期目標期間開始時（平成
16年度）からの増△減区　　分

給与、報酬等支給総額

①「給与，報酬等支給総額」，「最広義人件費」について
　　　人事院勧告に準拠した給与改定（４月１日から俸給月額を平均４．８％の減額）を行った
　　が，改定前から引続き在職する者には現給保障を行ったため，給与，報酬等支給総額が前年
　　比０．５％減となった。
　　　外部資金によるプロジェクト遂行のため非常勤職員の採用を行ったため，非常勤役職員等
　　給与が前年比３．８％増となったが，退職手当支給額が前年比２０．４％減となったことか
　　ら，最広義人件費が前年比１．９％減となった。
　　　なお，前年との比較を行いにくい退職手当支給額を最広義人件費から差し引いた場合でも
　　前年比０．１９％減となる。

②　行革推進法，「行政改革の重要方針」(17.12.24閣議決定)による人件費削減の取組の状況
　ⅰ）中期目標に示された人件費削減の取組に関する事項
　　　「行政改革の重要方針」(17.12.24閣議決定)において示された総人件費改革の実行計画を
　　踏まえ，人件費削減の取組を行う。
　ⅱ）中期計画において設定した削減目標，国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針
　　　総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成２１年度までに概ね４％の人件費削減を図る。
    　人事院勧告に準拠した給与構造改革の見直しを行う。
　ⅲ）上記ⅰ）ⅱ）の進捗状況
　　　　基準年度（平成１７年度）の「給与，報酬等支給総額」
　　　　　　２，６２５，３３６千円
　　　　当年度（平成１８年度）の「給与，報酬等支給総額」
　　　　　　２，６１２，６８７千円
　　　　当年度までの人件費削減率
　　　　　　△０．４８％
　
③　総人件費について参考となる事項
　　　　当年度（平成１８年度）の「給与，報酬等支給総額」
　　　　　　２，６１２，６８７千円
　　　　平成１７年度の「人件費予算相当額」
　　　　　　２，８２５，３７７千円
　　　　人件費の削減率
　　　　　　△７．５３％
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